
参考５－５参考５－５ 廃棄物処理法改正等による不法投棄対策強化の経緯廃棄物処理法改正等による不法投棄対策強化の経緯
（１／２）（１／２）

平成３年
改正

○ 廃棄物処理基準の強化
○ 廃棄物処理施設に対する規制強化
○ 特別管理一般廃棄物・特別管理産業廃棄物制度の創設
○ 適正処理困難物制度の創設

○ 我が国の全域において廃棄物の不法投棄を禁止

○ 再生利用認定制度の創設（一定の廃棄物の再生利用について、大臣認定により業・施設許可が不要）

○ 我が国の全域において廃棄物の不法投棄を禁止
○ 改善命令及び措置命令の強化
○ 罰則の強化

平成９年
改正

○ 生活環境影響調査の実施、申請書等の告示・縦覧、関係市町村長・利害関係者
の意見聴取など施設設置手続の明確化

○ マニフェスト制度を全ての産業廃棄物に適用

○ 電子マニフェスト制度の創設

○ 産業廃棄物原状回復基金制度の創設（適正処理推進センタ ）○ 産業廃棄物原状回復基金制度の創設（適正処理推進センター）

○ 罰則の強化（産廃不法投棄の罰則を３年以下の懲役又は１０００万円以下の罰金（法人の場合は１億円）に
引上げ 等）

○ 環境大臣が基本方針を策定

平成１２年
改正

○ 環境大臣が基本方針を策定

○ 不法投棄された産業廃棄物の撤去命令の対象者を大幅に拡大

○ 廃棄物の野外焼却を禁止（不法焼却：３年以下の懲役又は３百万円以下の罰金）

○ 罰則を強化（一廃不法投棄に係る罰条を産廃に係る罰条と統合し、５年以下の懲役又は１０００万円以下の罰
金に引上げ、マニフェスト義務違反に係る罰則強化 等）

平成１５年

○ 広域認定制度の創設（一定の廃棄物の広域的な処理について、大臣認定により業許可が不要）

○ 特に悪質な業者について業・施設の許可の取消しを義務化

○ 産廃処理施設において、処理を行っている産廃と同様の性状を有する一定の一廃を処理する場合に、設置許

改正 可を受けないで、届出をもって一廃処理施設の設置を可能とする制度の創設
○ 罰則の強化（不法投棄及び不法焼却に係る未遂罪の創設・法人の一廃不法投棄に係る罰則を産廃と同様一

億円以下の罰金に引上げ 等）

出典：第12回合同会合（平成19年８月21日） 事務局資料より作成 34



参考５－５参考５－５ 廃棄物処理法改正等による不法投棄対策強化の経緯廃棄物処理法改正等による不法投棄対策強化の経緯
（２／２）（２／２）

平成１５年

特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法の制定

○平成９年の廃棄物処理法の改正前に行われた不適正処分に関して、都道府県等が自ら支障の除去等の事業

○ 産業廃棄物の不適正処理に係る緊急時における国の関係都道府県への指示権限の創設

平成１５年 ○平成９年の廃棄物処理法の改正前に行われた不適正処分に関して、都道府県等が自ら支障の除去等の事業
を行う場合に必要な経費について国庫補助及び地方債の起債特例等の特別な措置を講じるもの。

平成１６年
改正

○ 指定有害廃棄物（硫酸ピッチ）の不適正処理禁止

○ 処分場の跡地等で土地の形質変更を行う際の事前届出制度の創設

○ 廃棄物処理施設で事故が起きた場合の応急措置・届出等の創設

○ 罰則の強化（不法投棄等目的の収集運搬に対する罰則（３年以下の懲役又は３百万円以下の罰金）の創設○ 罰則の強化（不法投棄等目的の収集運搬に対する罰則（３年以下の懲役又は３百万円以下の罰金）の創設、
不法焼却・受託禁止違反について５年以下の懲役又は1000万円以下の罰金に引上げ 等）

○ 最終処分場の維持管理積立金制度の対象をすべての許可処分場に拡大

○ フ スト制度違反に係る勧告に従わない者に いての公表 命令措置の導入平成１７年
改正

○ マニフェスト制度違反に係る勧告に従わない者についての公表・命令措置の導入

○ 産廃関係事務等の役割分担の見直し（政令で定める市の長が事務を行うことができる）

○ 罰則の強化（廃棄物の無確認輸出に係る未遂罪及び予備罪の創設 等）

平成１８年
改正

○ 石綿含有廃棄物に係る無害化処理認定制度の創設

出典：第12回合同会合（平成19年８月21日） 事務局資料より作成 35



参考６－１参考６－１ 仙台市における家電回収業者の不適正処理事案への対応仙台市における家電回収業者の不適正処理事案への対応

○仙台市における家電回収業者の不適正処理事案への対応
・平成17年10月、仙台市のサイカチ沼に、廃家電約２トンが不法投棄される事件が発生。仙台市産廃
Ｇメンにより被疑者を特定後 平成18年1月に警察が逮捕 廃棄物処理法（不法投棄の禁止）違反にＧメンにより被疑者を特定後、平成18年1月に警察が逮捕。廃棄物処理法（不法投棄の禁止）違反に
より有罪判決（懲役1年2月、執行猶予3年、罰金50万円）が確定。

・また、それ以前から、仙台市東部の田地で廃家電等の不法投棄が頻発。上記サイカチ沼への不法投
棄事案の被疑者が回収員として以前勤務していたＸ社の仙台支店が、これらの不法投棄に関わって
いることが疑われた。
・Ｘ社は、各回収員に軽トラック等を貸与し、各家庭から有料で廃家電等を引き取らせ、月20回以上回

収拠点に持ち込むことを義務づけ、その都度「基本料」という名目で回収員から手数料を徴収するとと
もに廃家電等１台ごとの処理費用も徴収するというシステムを構築し、無許可で廃家電を収集。こうしもに廃家電等１台ごとの処理費用も徴収するというシステムを構築し、無許可で廃家電を収集。こうし
た手数料と処理費用の納付負担に耐えかねた回収員が、引き取った廃家電等を不法投棄しているこ
とが疑われた。
・このため、仙台市と警察が連携し、Ｘ社の営業所に対し一斉捜索等を実施した上で、平成18年10月、
同社の社長 仙台支店の工場長・マネージャーを逮捕 翌月には社長・法人を起訴し 平成19年１月同社の社長、仙台支店の工場長・マネージャーを逮捕。翌月には社長・法人を起訴し、平成19年１月、
廃棄物処理法違反（無許可収集運搬）により、社長及び法人に対し有罪判決（社長：懲役10月、執行
猶予3年、罰金50万円 法人：罰金50万円）が確定。

・仙台市では、Ｘ社への刑事処分確定後は、家電回収業者に関する苦情（強引に高額な処理料金をと
られた等）が大幅に減少られた等）が大幅に減少。

○こうした事案の発生を受け、環境省としては、リサイクルを名目とした不適正処理について厳
正に対処するよう平成19年4月の全国廃棄物・リサイクル行政主管課長会議において自治体
に対し伝達したと ろであり 引き続き自治体に対しその旨を伝達していくに対し伝達したところであり、引き続き自治体に対しその旨を伝達していく。

出典：第11回合同会合（平成19年７月30日） 事務局資料より作成 36



（１）バ ゼル法の規制

参考６－２参考６－２ 排出家電の輸出に係るバーゼル法・廃棄物処理法の規制概要排出家電の輸出に係るバーゼル法・廃棄物処理法の規制概要

（１）バーゼル法の規制

バーゼル法の規制対象物（特定有害廃棄物等）は、相手国で処分作業（※）が行われる物で
あって有害特性を有するものであり、再生資源として利用される使用済みブラウン管、プリン
ト基板等がある。特定有害廃棄物等を輸出する際には、相手国の書面による同意及び環境省の
確認並びにそれらを受けた経済産業大臣による輸出の承認等を得る必要がある。

（※）再生資源として利用される場合は処分作業に含まれるが、リユースされる場合は処
分作業に含まれず規制対象とならない。

（２）廃棄物処理法の規制

廃棄物処理法の規制対象物（廃棄物）を輸出する際には、環境大臣による輸出の確認を受け
る必要がある。

図 バーゼル法と廃掃法の規制対象物

出典：第８回合同会合（平成19年４月27日） 事務局資料より作成
37



自治体による収集運搬が困難な理由 自治体による処分が困難な理由

参考７－１参考７－１ 自治体において処理が困難な電気・電子機器自治体において処理が困難な電気・電子機器

自治体による収集運搬が困難な理由 自治体による処分が困難な理由

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.衣類乾燥機（n=237）

2.食器洗い機（n=190）

3.電子レンジ（n=205）

4.電気コンロ（n=144）

5.電気ホットプレート（n=134）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.衣類乾燥機（n=216）

2.食器洗い機（n=138）

3.電子レンジ（n=140）

4.電気コンロ（n=64）

5 電気ホットプレート（n=36）４

３

４
6.電気炊飯器（n=133）

7.電気ポット（n=128）

8.電気オイルヒーター（n=263）

9.電気ストーブ（n=172）

10.電気カーペット（n=189）

11.電気こたつ（n=159）

12.電気毛布（n=171）

13.電気扇風機（n=132）

5.電気ホットプレ ト（n=36）

6.電気炊飯器（n=38）

7.電気ポット（n=36）

8.電気オイルヒーター（n=172）

9.電気ストーブ（n=97）

10.電気カーペット（n=94）

11.電気こたつ（n=113）

12.電気毛布（n=58）

13 電気扇風機（n=49）

４

１
３

電気扇風機（ ）

14.除湿機、加湿器、空気清浄機（n=155）

15.電気掃除機（n=139）

16.電気アイロン（n=129）

17.トースター（n=115）

18.電動ミル、コーヒーメーカー（n=110）

19.電気カミソリ（n=102）

20.ドライヤー（n=112）

21 時計（n=102）

13.電気扇風機（n=49）

14.除湿機、加湿器、空気清浄機（n=68）

15.電気掃除機（n=50）

16.電気アイロン（n=25）

17.トースター（n=24）

18.電動ミル、コーヒーメーカー（n=19）

19.電気カミソリ（n=10）

20.ドライヤー（n=20）

21 時計（ 17） 21.時計（n=102）

22.電動はかり、体重計（n=117）

23.デスクトップ型ＰＣ（本体）（n=44）

24.ノート型ＰＣ（n=41）

25.ＣＲＴモニタ（n=52）

26.液晶モニタ（n=53）

27.プリンタ（n=137）

28.複写機（n=195）

29 電卓（ 100）

21.時計（n=17）

22.電動はかり、体重計（n=26）

23.デスクトップ型ＰＣ（本体）（n=16）

24.ノート型ＰＣ（n=6）

25.ＣＲＴモニタ（n=22）

26.液晶モニタ（n=17）

27.プリンタ（n=63）

28.複写機（n=131）

電卓 29.電卓（n=100）

30.ファックス（n=116）

31.電話機（n=101）

32.携帯電話・ＰＨＳ（n=99）

33.ラジオ（n=108）

34.液晶テレビ（n=143）

35.プラズマテレビ（n=150）

36.ビデオカメラ（n=112）

プ

29.電卓（n=11）

30.ファックス（n=37）

31.電話機（n=17）

32.携帯電話・ＰＨＳ（n=10）

33.ラジオ（n=21）

34.液晶テレビ（n=108）

35.プラズマテレビ（n=130）

36.ビデオカメラ（n=20）

37.ＤＶＤ，ＣＤ，ＭＤプレーヤー（n=115）

38.ステレオセット（n=161）

39.照明装置（n=134）

40.蛍光灯（n=254）

41.電球（n=159）

42.電動ドリル、電動鋸等（n=177）

43.テレビゲーム等（n=107）

37.ＤＶＤ，ＣＤ，ＭＤプレーヤー（n=28）

38.ステレオセット（n=122）

39.照明装置（n=59）

40.蛍光灯（n=184）

41.電球（n=86）

42.電動ドリル、電動鋸等（n=46）

43.テレビゲーム等（n=17）

2 ２

粗大性（重量）がある 粗大性（容積・嵩）がある 粗大性（重量）及び粗大性（容積・嵩）がある

破砕処理が困難である 引火・爆発等の危険がある 有害化学物質の含有等有毒性がある

その他困難性がある

粗大性（重量）がある 粗大性（容積・嵩）がある 粗大性（重量）及び粗大性（容積・嵩）がある

引火・爆発等の危険がある 有害化学物質の含有等有毒性がある その他困難性がある

自治体に対するアンケート調査結果 「リサイクル制度の体系化・高度化推進検討調査」（環境省 平成18年
３月）より

数字は回答自治体数

出典：第13回合同会合（平成19年８月31日） 事務局資料より作成 38


